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日本語要約 

農業は近年、1930年代以降最悪の世界的景気後退は言うまでもなく、石油価格の記録的高値、農

産物価格の急騰、食料安全保障を巡る不安とそれに伴う貿易規制など、数多くの深刻な事態を経

験している。その最大の影響を受けているのは特に開発途上国の貧困層であり、世界の飢餓人口

は今や10億人を超えると推計されている。農業は、特にOECD地域では、価格高騰への供給面での

力強い対応と、危機に際しても、鈍化しているとは言え、継続している需要の伸びによって、著

しい底固さを示している。2010年には、多くの市場はある程度正常な状態へと復帰し、生産量が

歴史的な水準に近づくとともに需要も回復している。しかしそれでも、多くの政府は依然、エネ

ルギー価格、為替レート、主要国・地域のマクロ経済パフォーマンスなどの主要な要因が再び深

刻な事態に見舞われ、その結果として市場変動性が高まることを懸念している。 

農産物に関する予測の背景を成しているマクロ経済環境は、2009年版のアウトルックより良好で

ある。これは、2009年末から世界景気が好転し始めたことや中長期的なインフレなき持続可能な

高成長へと徐々に移行していることを反映したものである。多くのOECD諸国における高い失業率

を伴う弱々しい躊躇しながらの成長と、徐々に他の開発途上国へと波及し、世界的な所得の伸び

の原動力となっている開発途上大国のより力強くより急ピッチの回復という、2つの異なる速度の

回復が進行しているように思われる。エネルギー価格は再び上昇しており、本アウトルックの予

測期間を通じて高止まりすると想定されている。石油価格のさらなる上昇は投入・生産コストの

増加をもたらし、農産物の供給、価格、貿易フローに影響を及ぼすとともに、バイオ燃料向けの

原料需要を強める見込みである。 

特にエネルギー投入が集中的に利用されている地域の高コスト構造が、ますます、農産物価格を

下支えするようになっている。向こう10年間の世界の農業生産量は過去10年間より鈍化する見込

みであるが、不測の事態が生じなければ、順調に増加し、2050年までに世界の食料生産量を70%

増やすという長期的なニーズはクリアできる。1人当たりで見ると、後発開発途上国の生産量の伸

びは急速な人口増に追い付いていない。世界の農業生産の伸びを牽引するのは中南米・東欧地域

と、程度はそれほどではないが、一部のアジア諸国である。 

本アウトルックでカバーされている農産物の向こう10年間の平均国際価格は、名目ベースでも実

質ベース（インフレ調整後）でも、ピークを付けた2007/08年までの10年間の水準を上回る見込み

である。小麦と粗粒穀物の平均価格は実質ベースで1997～2006年より約15～40%、植物油の平均
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価格は40%以上、それぞれ上昇する見込みである。2019年までの砂糖の国際価格もこの10年間の

平均を上回るが、2009年末に付けた29年ぶりの高値水準は大幅に下回る。 

畜産物については、豚肉以外の向こう10年間の実質ベースの平均食肉価格は、当初は供給量の減

少、飼料コストの増加、需要の増加などにより、1997～2006年の平均を上回る見込みである。豚

肉の実質価格は、ブラジルと中国からの供給増が見込まれるため、比較的低い水準にとどまるは

ずである。景気回復は、特に開発途上国では、穀類より肉類の消費増につながるが、最も伸びる

のは牛肉ではなく安価な肉類、つまり鶏肉と豚肉となる。2010～2019年の実質ベースの平均乳製

品価格は、エネルギー価格と植物油価格の上昇に支えられ、1997～2006年より16～45%上昇する

が、最も上昇幅が大きいのはバターの価格となる。 

バイオ燃料市場は政府によるインセンティブや使用義務化に大きく左右されるが、原油価格の将

来の動向、政策介入の変化、第二世代技術の開発など予測できない要因により、見通しは依然不

透明である。義務付けられた使用量をクリアするためにバイオ燃料生産は引き続き拡大し、原料

として利用される小麦、粗粒穀物、植物油、砂糖への追加需要が生まれる。 

世界の農業生産・消費・貿易の主要な成長源となるのは開発途上国である。開発途上国の需要は

、依然としてOECD地域の約2倍の水準を維持している人口増に補強された1人当たり所得の伸びと

都市化に牽引されている。所得の伸びに伴い、食生活は徐々に穀物などの基礎的な食品から、家

畜や乳製品の需要増につながる肉類や加工食品の増加へと多様化していく見込みである。また、

豊かさの増加や中間層の拡大につれ、開発途上国の食料消費も、OECD諸国の現在の状況のように

、価格や所得の変化にさほど反応しなくなるはずである。これは、消費が不測の事態へと調整せ

ざるを得なくなる価格や所得の変化幅がこれまでより大きくなる、ということである。 

ほぼ全ての農産物について、開発途上国の輸出入の伸び予測はOECD地域の予測を上回っている。

2019年までの伸びがOECD地域の方が高いのはオイルミール（油かす）の輸出のみである。開発途

上国の貿易シェアの高まりは、南北貿易に加え、南南貿易が拡大していることを反映したもので

ある。しかし、小麦（52%）、粗粒穀物（59%）、豚肉（80%）、バター（80%）、チーズ（63%

）、全脂粉乳（66%）、脱脂粉乳（74%）については2019年になってもOECD諸国が輸出の割合の

大勢を占める。開発途上国が2019年に割合の大勢を占めるのは、コメ（88%）、油糧種子（56%）

、オイルミール（80%）、植物油（91%）、砂糖（90%）、牛肉（57%）、鶏肉（63%）などであ

る。 

世界の主要な農産物価格が2007/08年の急騰後に下落に転じてから、しばらくの間多くの国では食

品価格が高止まりするか「下げ渋って」いた。2009年になると、特にOECD諸国では食品価格上昇

のインフレ寄与度が2008年に比べ大幅に低下したが、一部の開発途上国と新興国では寄与度は依

然高いままである。 

2006～2008年の価格急騰以来、短期的な価格変動性は大幅に高まっている。しかし、本アウトル

ックで取り上げられている主要な食用の農産物（穀物および大豆などの油糧種子）については、

長期的な価格変動性が変化しているのか、また、どの程度変化しているのかに関するデータはさ

まざまである。はっきりしているのは、世界価格が国内市場にどの程度伝播されるかは国によっ

て大幅に異なり、市場統合の程度に左右される、ということである。国際価格の国内市場への伝
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播は国境措置、国内価格支持、インフラ未整備などによって妨げられる可能性がある。 

アウトルックの価格予測が比較的安定しているのは、「正常な」状態を想定している結果である

。天候、マクロ経済要因、政策介入、とりわけエネルギー価格を巡る不確実性は、農産物価格が

依然として予測不可能であることを示唆する。多くの政府は、極めて短期的な価格変動すら懸念

している。農家の存続可能性（低価格）や食料安全保障（高価格）が脅かされるからである。不

確実性の高まりは投資決定にも影響する。国内的にも国際的にも検討すべき多くの政策オプショ

ンがある。 

政府は、稀ではあるが大きな影響をもたらしかねない、農家が自身では管理できないこうした予

測不可能かつ不可避的なリスクに焦点を絞り込むことによって、農家のリスク管理戦略を下支え

することができる。また、農家に自身の事業リスクを管理できる能力の付与や、効果的な市場の

創設や特別支援・援助の形態によって、レントシーキング（農産物価格支持政策に依存した生産

者への所得移転）への誘因を抑制することなどにより、良好なリスク統治の提供もできる。 

特に低所得食料輸出国の場合、食料関連の緊急事態に備える国・地方の食料安全保障にかかわる

主要農産物の備蓄は、危機時の食料アクセスへの信頼感を高めるとともに、ローカル市場の安定

化にも資し得る。緊急時向け備蓄制度の運営を改善する研究、能力構築、ベストプラクティス（

良き実施能力）の共有を強化する必要がある。政府がどのような政策行動をとろうとする場合で

も、対象となる人口向けの政策措置、リスク、可能な反応を全て念頭に置いて政策行動をとるこ

とが常に重要である。 

農業農産物向けの市場価格支持は、多くの国で何十年にもわたって非効率的であることがはっき

りと示されてきている政策オプションであり、その利用は減少している。価格支持は市場のシグ

ナルを生産者に見えにくくし、世界市場の安定を損ない、消費者向け価格を引き上げることによ

って貧困層への逆進税となる。価格支持は、支援を大規模生産者に利益をもたらす方向へと歪め

、環境に悪影響を及ぼしかねない農業の集約化を奨励し、さらに、その恩恵の多くが固定資産価

値（土地や割当量など）へと資本化されて長期的に生産コストの増加をもたらすか、農家以外に

移転されることにもなる。こうした措置は、対象を絞った直接的な所得支援や生産性の向上に向

けた投資など、歪曲効果の少ない他の代替策と比較して評価すべきである。 

国際的には、2006～08年の価格急騰時における各国政府の調整のとれていない政策行動が変動性

を高め、市場アクセスを阻害した。グローバルな供給への自由なアクセスの保証を強化するとと

もに、市場運営への信頼感を高める必要がある。在庫管理のための国際的取り組みは成果を上げ

ていないが、食料輸入代金の受け取りに関する不確実性を減らすオプションについて模索すべき

である。 

秩序だった農産物取引所は、適切な規制下に置かれ、独占的慣行を回避できるだけの数量を惹き

付けることができる場合には、有益で時の試練に耐えた価格発見／ヘッジング機能を持つ制度と

言える。農産物取引所は多くの先進国で農産物の販売を奨励しており、開発途上国における取引

所の拡大は歓迎すべき制度的発展であり、市場の深化を表すものである。 
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